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令和3年度小城市予算主な事業一覧　

頁 事　業　名 事業費：千円

企画政策課 1 総合計画・行政評価事業 3,179

国民スポーツ大会推進課 2 2024年国民スポーツ佐賀大会等開催事業 3,937

健康増進課 3 牛津保健福祉センター管理運営事業 140,044

4 新公立病院建設事業 9,449

農林水産課 5 園芸振興対策事業 97,202

6 森林経営管理事業 10,845

農村整備課 7 農業基盤整備促進事業 1,352

建設課 8 道路新設改良事業 7,920

9 社会資本整備総合交付金事業(新設改良) 10,700

10 橋りょう補修事業 57,000

11 (新規)小城岩蔵工業団地線災害復旧事業 86,401

都市計画課 12 牛津駅周辺整備事業 26,151

13 牛津拠点地区市街地活性化推進事業 4,031

14 都市計画マスタープラン見直し事業 6,876

定住推進課 15 移住・定住対策事業 8,305

16 空家等対策推進事業 16,148

17 耐震対策補助事業 6,170

（裏面へ続く）

建設部

所　　属

総務部

福祉部

産業部



頁 事　業　名 事業費：千円

教育総務課 18 教育情報化推進事業 157,881

19 小城市給付型育英資金事業 7,680

20 (新規)小学校水泳指導委託事業 5,828

21 学校給食センター(仮称)改築事業 95,778

保育幼稚園課 22 保育所等整備補助事業 249,141

23 (新規)三日月幼稚園幼児教育・保育事業 73,470

文化課 24 桜城館施設運営事務 40,045

25 (新規)県指定重要文化財保存整備事業 532

所　　属

教育委員会



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【目的】
　小城市の最上位計画である総合計画において、行政評価システムの仕組みを活用し、施策毎に設定した目標値
に対して計画の成果状況を管理し、その結果を次年度の予算や改善に結びつける。

【内容】
　第2次総合計画は、基本構想、基本計画で構成されており、基本構想は平成29年度～令和7年度の9年間、基本
計画は前期平成29年度～令和3年度の5年間と、後期令和4年度～令和7年度の4年間を計画しているため、令和4年
度からの後期基本計画を策定する。

　令和2年度　前期基本計画の進捗状況の確認・問題点の洗い出し
　　　  　   市民意識調査の実施
             総合計画審議会の開催
  令和3年度　後期基本計画の原案作成
             総合計画審議会の開催
　　         パブリックコメントの実施
　　         後期基本計画策定

3,179 3,179

3,179

令和3年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

委託料令和3年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報酬 旅費 需用費 役務費

1,000 1,000 1,000 一般財源

合　　計

286 9 125 359 2,400

1,000 1,000 事業費計 0事　業　費 995 3,065 3,179 1,000

その他 976 その他

財
源
内
訳

一般財源 995 2,089 3,179

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

(決算) (計画) （計画) （計画) （計画) （計画)

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

法令根拠 小城市総合計画策定条例、小城市総合計画審議会条例、小城市総合計画策定推進委員会設置要綱

事業期間
平成22

一般 2 1 6 581
予算科目

会計 款 項 目 事業
基本事業名 1

計画推進のための行政経営

担当部課 総務部　企画政策課 施策名 2 行政改革の推進

新規事業 既存事業

予算事業名 総合計画・行政評価事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 行

行政経営の推進

-1-



□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

3 3,934 3,937

令和3年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

負担金、補助
及び交付金

合　　計

24,422 109,072 一般財源

その他 3

15 9 2,666 3,937

令和3年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報酬

147,479

事　業　費 0 2,764 3,937 10,010 36,432 181,082 事業費計 234,225

財
源
内
訳

992 211 15 29

一般財源 51 3,934 10,000

職員手当等 共済費 旅費 需用費 役務費

3 10 10 10

国庫支出金

（計画) （計画)

その他 36

72,000 県支出金 86,710

地方債 地方債

2,710

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　2024年に佐賀県で開催が決定している国民スポーツ大会等において、小城市は次の競技の開催会場地として決
定しているため、開催に向けての事業を実施する。
　<国民スポーツ大会>
　・ハンドボール(成年女子)　・バレーボール(成年男子)　・ソフトボール(成年女子)
　<全国障害者スポーツ大会>
　・バレーボール(精神障害の部)

【内容】
　国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会佐賀大会を開催する。

　令和2年度　先催県の調査・視察、広報啓発、開催競技の運営準備(競技毎の市町との調整協議)等
　令和3年度～令和6年度
             (仮称)小城市実行委員会の設立・運営、先催県の調査・視察、広報啓発、開催準備計画の策定、
           　開催競技の運営準備(競技毎の市町との調整協議)、 競技会役員・係員・ボランティアスタッフの
　　　　　　 育成等
　令和5年度　リハーサル大会の開催等
　令和6年度　本大会の開催等

　※令和2年度当初予算主な事業からの変更内容
　・事業名：(新規)2023年国民スポーツ佐賀大会等開催事業　→　2024年国民スポーツ佐賀大会等開催事業
　・事業内容の変更：新型コロナウィルス感染症の影響により、佐賀県での2023年開催が2024年に延期になっ
　　　　　　　　　　たことによる変更
　・事業期間：令和2年度～令和5年度　→　令和2年度～令和6年度
　・総事業費：231,010千円　→　234,225千円

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 12,000

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (計画) （計画) （計画)

法令根拠 スポーツ基本法

事業期間
令和2 令和6

ライフステージに応じたス
ポーツの推進と施設の充実一般 10 6 1 1429

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

みんなが健やかで生きがい
を感じるまち

担当部課 総務部　国民スポーツ大会推進課 施策名 1
健康づくりと生涯スポーツ
の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 2024年国民スポーツ佐賀大会等開催事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 4
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

61,100 3,615 75,329 140,044

令和3年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

積立金 合　　計

97,954 108,922 一般財源

その他 4,983 9,994

964 12 88 140,044

令和3年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費

事　業　費 69,252 66,141 140,044 112,762 112,754 120,222 事業費計 0

財
源
内
訳

3,694 130 69,349 65,807

一般財源 64,269 56,147 75,329 101,862

役務費 委託料 工事請負費 備品購入費
負担金、補助
及び交付金

3,615 5,000 5,000 5,000

国庫支出金

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 61,100 5,900 9,800 6,300 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
  牛津保健福祉センターを市民が安心・安全に利用できるよう維持管理を行うことにより、市民の健康づくりと
市民相互の交流を推進し、保健福祉の増進の場を提供する。

【内容】
  指定管理者による施設の運営及び施設の維持管理を行う。

　耐用年数を超えた事務所棟・プール棟の室外機と福祉棟の個別空調機を順次更新する。
  令和3年度　事務所棟・プール棟室外機更新
  　　　　　 福祉棟トレーニング室等空調機更新(第4系統)
  令和4年度　福祉棟多目的室他空調更新(第3系統)
　令和5年度　福祉棟食堂他空調更新(第1系統)・厨房系統空調機更新
　令和6年度　福祉棟デイサービス他空調更新(第2系統)

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (計画) （計画) （計画)

法令根拠 健康増進法、地域保健法

事業期間
平成17

健康診断・がん検診・健康
相談の実施一般 3 1 7 557

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

みんなが健やかで生きがい
を感じるまち

担当部課 福祉部　健康増進課 施策名 2 保健・医療の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 牛津保健福祉センター管理運営事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 4
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

合　　計

一般財源

合　　計

9,447 2 9,449

令和3年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

一般財源

その他 203,394

9,449

令和3年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

8,927

事　業　費 0 212,319 11,207 72,389 292,027 393,022 事業費計 980,964

財
源
内
訳

9,445 4

8,925 2

令和3年度事業費は、令和2年度からの繰越予定額1,758千円を含む。

積立金

国庫支出金

地方債

（計画) （計画) （計画) （計画)

11,205 72,389 292,027 393,022

県支出金

その他 972,037

県支出金

事業
基本事業名 3

地方債

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 医療法

(決算) (計画)

事業期間
平成31 令和6

地域医療の充実
一般 4 1 8 1420

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　小城市民病院と多久市立病院を統合し、地域に根差した市民に信頼される新病院の整備を行うことにより、医
療機能の充実や経営の効率化を図る。

【内容】
　新公立病院建設に必要な費用を小城市と多久市で負担割合に応じて負担する。

　令和2年度　新公立病院整備課設置、基本構想・基本計画策定、地質調査、例規作成業務
　令和3年度　用地取得、用地造成設計委託、新公立病院建設基本設計委託
　令和4年度　建設予定地造成工事、新公立病院建設実施設計委託
　令和5年度・令和6年度　新公立病院建設工事、付帯施設・調整池・駐車場整備工事

　
【事業における負担割合】
　建設における負担割合　小城市 10%　多久市 90%
  建設を除く負担割合　　小城市 50%　多久市 50%

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

新規事業 既存事業

予算事業名 新公立病院建設事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 4

福祉部　健康増進課、市民病院

予算科目
会計 款 項 目

みんなが健やかで生きがい
を感じるまち

担当部課 施策名 2 保健・医療の充実

-4-



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

80,024 17,178 97,202

令和3年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

16,000 16,000 一般財源

その他

97,202

令和3年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 126,431 48,418 97,202 96,000 96,000 96,000 事業費計 0

財
源
内
訳

97,202

一般財源 22,463 9,513 17,178 16,000

国庫支出金

（計画) （計画)

その他

80,000 県支出金

地方債 地方債

38,905 80,024 80,000

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
  園芸作物の振興および産地の育成強化を図るため、革新的技術の導入による収量・品質の飛躍的な向上及び省
エネ・省力化技術の普及などを進めるとともに、新規就農者等を育成する。
　

【内容】
  ①園芸用ハウスや高設栽培システム等の施設や機械を整備する農家に対する補助
　②園芸用廃プラスチックの集団回収処理に対する補助

【事業における負担割合】
  ①さが園芸生産888億円推進事業
    　先進的モデル経営体育成対策及び新たな園芸農業者育成対策　県 50％　市 10％　事業者 40％
　　　経営力向上志向経営体育成対策　　　　　　　　　　　　　　県 33％　市 10％　事業者 57％
　②園芸用廃プラスチック適正処理対策事業　　　　　　　　　　　市 50％　事業者 50％

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 103,968 80,000

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (計画) （計画) （計画)

法令根拠
小城市さが園芸生産888億円推進事業費補助金交付要綱、小城市園芸用廃プラスチック適正処理対策事業補助
金交付要綱

事業期間
平成18

農業基盤整備の推進と経営
の安定強化一般 6 1 4 1085

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

予算事業名 園芸振興対策事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

5,535 5,310 10,845

令和3年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

6,900 8,400 一般財源

その他 353

10,845

令和3年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

役務費

事　業　費 2,498 5,653 10,845 15,340 15,560 16,840 事業費計 0

財
源
内
訳

5 5,397 132 5,311

一般財源 2,498 5,300 5,310 6,900

委託料
使用料及び

賃借料
積立金

5,535 8,440 8,660 8,440

国庫支出金

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　森林経営管理法の施行に伴い、森林の多面的機能の発揮に向けて、適時適切に伐採、造林、保育等の施業を実
施し、林業経営の効率化及び森林管理の適正化を促進する。

【内容】
　・経営や管理が行われていない森林を対象に森林所有者の意向を確認する。
　・森林所有者から経営や管理の委託の申出等があった森林について、経営管理権集積計画を定め、森林所有者
    から経営や管理について委託を受ける。
　・経営管理権を設定した森林について、林業経営に適した森林は経営管理実施権配分計画を定め、森林の経営
    や管理を林業経営者に再委託する。再委託しない森林等は、市が森林の経営や管理を実施する。

　平成31年度　森林環境譲与税基金の創設
　令和2年度　 森林所有者に意向調査
  令和3年度～ 森林所有者に意向調査、計画策定、経営管理

【事業における負担割合】
　森林環境譲与税 10/10

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (計画) （計画) （計画)

法令根拠 森林経営管理法

事業期間
平成31

森林環境の保全の推進
一般 6 2 2 1414

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

予算事業名 森林経営管理事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7

-6-



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

合　　計

1,000 352 1,352

令和3年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

18,800 27,000 一般財源

その他 3,692 7,074

1,352

令和3年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

事　業　費 89,394 132,656 73,322 37,500 47,000 60,000 事業費計 0

財
源
内
訳

1,320 32

一般財源 41,341 59,111 11,688 15,000

令和3年度事業費は、令和2年度からの繰越予定額71,970千円を含む。

負担金、補助
及び交付金

5,070 1,875 2,350 3,000

国庫支出金

（計画) （計画)

その他

30,000 県支出金

地方債 18,600 地方債

66,471 37,964 20,625

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　農地・農業水利施設等の整備を地域の実情に応じて実施し、農業競争力の強化を図る。

【内容】
　補助事業を活用し、農業用用排水路等の整備を行う。

　・三日月東部第2地区(平成31年度～令和3年度)
　　道辺水路:3路線、堀江水路:1路線、島溝水路:1路線　総延長980.0mの整備
　　　平成31年度　道辺水路:1路線、島溝水路:1路線の実施設計業務委託
　　　令和2年度 　(平成31年度繰越)道辺水路:1路線 L=345.0m、島溝水路:1路線 L=150.0mの整備
                                  道辺水路:2路線、堀江水路:1路線の実施設計業務委託
　　　　　　　　　道辺水路:1路線 L=345.0mの整備
　　　令和3年度　 道辺水路:1路線 L=70.0m、堀江水路:1路線 L=70.0mの整備

　・橋内地区(令和2年度～令和5年度)
　　下久須水路:4路線、牛尾水路:1路線　総延長740.0mの整備
　　　令和3年度　(令和2年度繰越)下久須水路:2路線の実施設計業務委託、2路線 L=261.0mの整備
　　　令和4年度　牛尾水路:1路線の実施設計業務委託、1路線 L=170.0mの整備
　　　　　　　　 下久須水路:2路線の実施設計業務委託
　　　令和5年度　下久須水路:2路線 L=309.0mの整備

　
【事業費の負担割合】
　県(国)　　　　三日月東部第2地区 50%、橋内地区 55%
　受益者分担金　5%
　市　　　　　　県及び受益者分担金を除いた額

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 44,361 25,850

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (計画) （計画) （計画)

法令根拠 農業基盤整備促進事業実施要綱、農業水路等長寿命化・防災減災事業実施要綱

事業期間
平成27

農業基盤整備の推進と経営
の安定強化一般 6 1 11 1004

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　農村整備課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

予算事業名 農業基盤整備促進事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7

-7-



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

合　　計

5,100 2,820 7,920

令和3年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

その他 合　　計

2,500 2,500 一般財源

その他

5,100 356 143 7,920

令和3年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

旅費

事　業　費 26,786 60,813 9,280 50,000 50,000 50,000 事業費計 0

財
源
内
訳

120 394 1,633 174

一般財源 2,877 5,911 4,180 2,500

令和3年度事業費は、令和2年度からの繰越予定額1,360千円を含む。

需用費 委託料
使用料及び

賃借料
工事請負費

公有財産
購入費

国庫支出金 1,309 2,002

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 22,600 52,900 5,100 47,500 47,500 47,500 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　道路改良工事により一般車両、歩行者等の安全性と利便性を確保する。

【内容】
　市道の整備を行う。

　蒲原・永田線道路改良事業　≪実施期間:平成26年度～令和3年度≫
　　施工延長L=446m(うち221.7mは佐賀土木事務所施工)
　　歩道設置L=128.3m整備予定　道路拡幅L=224.3m(歩道設置含む)
　　道路現況W=6.0m(車道6.0m)⇒計画幅員W=9.5m(車道W=6.5m、歩道W=1.5mの両側3.0m)
　平成26年度　道路詳細設計
　平成27年度　用地測量・補償費算定
　平成28年度　用地買収(登記)
　平成29年度　本体工事(県道北田部区間)
　平成30年度　本体工事(県道北区間)・水道管布設
　平成31年度　本体工事(県道南区間)・水道管布設
　令和2年度　 水道管布設
　令和3年度　 道路台帳修正

　牛津駅南線　≪実施期間:令和2年度～令和3年度≫
　　残地部分の整備
  令和3年度　(令和2年度繰越)用地買収(登記)・建物補償
　　　　　 　歩道設置工事L=20m(未施工区間)

　江里山・小林線　≪実施期間:令和3年度≫
　　施工延長L=20m　道路拡幅W=3.0m→4.0m
  令和3年度　道路拡幅工事L=20m・用地買収(登記)
 

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (計画) （計画) （計画)

法令根拠 道路法、道路構造令、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成25

幹線道路の適切な維持管理
一般 8 2 3 143

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

安全にみんなが行き交うま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 道路の保全と交通網の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 道路新設改良事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 2

-8-



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

合　　計

5,434 3,800 1,000 466 10,700

令和3年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

1,100 1,100 一般財源

その他

10,700

令和3年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費

事　業　費 95,450 63,950 18,090 50,000 50,000 50,000 事業費計 0

財
源
内
訳

10,700

一般財源 1,983 6,084 629 1,100

令和3年度事業費は、令和2年度からの繰越予定額7,390千円を含む。

1,000

国庫支出金 54,267 33,066 9,661

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 39,200 24,800 6,800 20,300 20,300 20,300 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　道路改良工事により一般車両、歩行者等の安全性と利便性を確保する。

【内容】
　社会資本整備総合交付金を活用し、市道の整備を行う。

　小城公園・本告線道路改良事業　≪実施期間:平成31年度～令和4年度≫
　　施工延長L=約90m　片側歩道(W=3.0m)の整備
　平成31年度　測量・設計・積算、補償調査
　令和2年度　 用地買収(登記)、建物等補償
　令和3年度　 歩道設置工事
　令和4年度　 道路台帳修正

【事業費の負担割合】
　令和3年度　国 57.2％　市 42.8％
　※割合は補助率50％を基本として毎年度変動

　

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

28,600 28,600
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

28,600

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (計画) （計画) （計画)

法令根拠 道路法、道路構造令、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成25

幹線道路の適切な維持管理
一般 8 2 3 976

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

安全にみんなが行き交うま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 道路の保全と交通網の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 社会資本整備総合交付金事業(新設改良)
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 2

-9-



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

合　　計

30,316 21,000 5,684 57,000

令和3年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

31,200 31,200 一般財源

その他 24,800

57,000

令和3年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費

事　業　費 87,871 107,518 102,105 78,000 78,000 78,000 事業費計 0

財
源
内
訳

57,000

一般財源 14,390 56,971 27,392 31,200

令和3年度事業費は、令和2年度からの繰越予定額45,105千円を含む。

21,000

国庫支出金 48,681 50,547 53,713

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　現在劣化が進み通行規制等一般車両の往来にも支障をきたしている橋りょうもあることから、交通の円滑化を
図るため、橋りょう長寿命化計画に基づき修繕を行う。

【内容】
　小城市が管理する橋りょうは令和元年度現在で324橋あり、このうち建設後50年を経過する橋りょうは全体の
約15％を占め、令和15年には71％程度にまで増加すると考えられる。
　毎年行われている橋りょう定期点検で作成された健全性の診断結果をもとに、判定区分Ⅲ及びⅣと判定された
橋りょうについて5年以内に補修工事を行う。

　◎判定区分のⅠ～Ⅳに分類する場合の基本的な考え方
　　Ⅰ：監視や対策を行う必要のない状態
　　Ⅱ：状況に応じて監視や対策を行うことが望ましい状態
　　Ⅲ：早期に監視や対策を行う必要がある状態
　　Ⅳ：緊急に対策を行う必要がある状態

　令和3年度　(令和2年度繰越)詳細設計・測量(5橋)
　　　　　　 補修工事(4橋)
　
　
【事業費の負担割合】
　令和3年度　国 57.2％　市 42.8％
　※割合は補助率50％を基本として毎年度変動

　※令和2年度当初予算主な事業からの変更内容
　・事業名：社会資本整備総合交付金事業(橋りょう補修)　→　橋りょう補修事業
　

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

46,800 46,800
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

46,800

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (計画) （計画) （計画)

法令根拠 道路法、道路構造令、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成26

幹線道路の適切な維持管理
一般 8 2 5 1008

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

安全にみんなが行き交うま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 道路の保全と交通網の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 橋りょう補修事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 2

-10-



☑ □

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

安全にみんなが行き交うま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 道路の保全と交通網の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 (新規)小城岩蔵工業団地線災害復旧事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 2

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠
公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法、道路法、道路構造令、小城市市道の構造の技術的基準
を定める条例

事業期間
令和3 令和4

幹線道路の適切な維持管理
一般 11 3 1 1458

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　令和2年7月豪雨により被災した市道小城岩蔵工業団地線を復旧し、道路の安全性及び物流の確保を図る。
　

【内容】
　被災した道路を原形復旧する。

　小城岩蔵工業団地線災害復旧工事
　　施工延長L=117.3m
　令和3年度･令和4年度　市道区間(補助) L=80m
　　　　　　　　　　　 里道区間 L=37.3m
　
　
【事業費の負担割合】
　市道区間　県 2/3　市 1/3

　

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (計画) （計画) （計画) （計画) （計画)

その他

県支出金 101,191

地方債 43,800 65,700 地方債 109,500

40,476 60,715財
源
内
訳

86,401

一般財源 2,125 3,184

国庫支出金

合　　計

一般財源

その他

86,401

令和3年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費

5,309

事　業　費 0 0 86,401 129,599 0 0 事業費計 216,000

合　　計

40,476 43,800 2,125 86,401

令和3年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

-11-



□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

合　　計

20,000 6,151 26,151

令和3年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

一般財源

その他

26,151

令和3年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費

21,489

事　業　費 4,725 12,000 49,151 0 0 0 事業費計 75,639

財
源
内
訳

26,151

一般財源 25 4,650 7,051

令和3年度事業費は、令和2年度からの繰越予定額23,000千円を含む。

20,000

国庫支出金 4,700 7,350 5,000

（計画) （計画)

その他 20,000

県支出金

地方債 17,100 地方債 17,100

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　小城市都市計画マスタープラン及び立地適正化計画の中で示される牛津駅周辺の都市機能誘導区域を対象とし
た「牛津地域拠点地区　都市再生整備計画」に掲げる基幹事業及び関連事業として、牛津駅周辺を整備する。

【内容】
　・都市再生整備計画による市道牛津駅前線の高質化
　・都市再生整備計画と連携・連動した牛津駅の機能性強化

　平成29年度　牛津駅周辺整備基本計画策定(牛津拠点地区市街地活性化推進事業)、JR協議
　平成30年度　牛津駅周辺整備に係る測量調査
　平成31年度　市道牛津駅前線測量設計業務、高質化工事(繰越)及びJR協議
　令和2年度～令和3年度　市道牛津駅前線高質化工事
　未定　　　　牛津駅の機能性強化に係る事業

　

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 17,050

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (計画) （計画) （計画)

法令根拠 都市再生特別措置法

事業期間
平成29 令和5

地域の特性を活かした拠点
地区の形成と相互連携一般 8 5 1 1394

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　都市計画課、建設課 施策名 1
計画的な土地利用の推進と
効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 牛津駅周辺整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

-12-



□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

4,031 4,031

令和3年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

3,051 一般財源

その他

4,031

令和3年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報償費

74,585

事　業　費 20,445 13,531 4,031 4,051 5,051 0 事業費計 96,840

財
源
内
訳

51 3,980

一般財源 5,140 8,581 4,031 4,051

負担金、補助
及び交付金

国庫支出金 15,305 4,950

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　小城市都市計画マスタープラン及び立地適正化計画の中で示される牛津駅周辺の都市機能誘導区域を対象とし
た「牛津地域拠点地区　都市再生整備計画」に掲げる提案事業及び関連事業として、市街地活性化を推進する。

【内容】
　・牛津拠点地区市街地活性化に係る基本構想の策定
　・事業推進体制の構築、運営支援
　・各まちづくり事業推進のための各種計画作成、事業実施
　・「牛津地域拠点地区　都市再生整備計画」の策定、事業実施

　平成28年度　牛津拠点地区市街地活性化基本構想策定
　平成29年度　牛津駅周辺整備基本計画策定
　　　　　　　事業推進体制構築、運営支援
　　　　　　　まちの駅ネットワークの構築
　　　　　　　都市再生整備計画策定(平成30年度まで)
　平成30年度　推進体制の運営支援
　　　　　　　都市再生整備計画策定
　平成31年度～令和3年度　推進体制の運営支援
　　　　　　　　　　　　 都市再生整備計画に掲げる提案事業等の実施
　令和4年度　都市再生整備計画に掲げる提案事業等の実施
　令和5年度　都市再生整備計画に掲げる提案事業等の実施
　　　　　　 事業評価分析

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

2,000
財
源
内
訳

国庫支出金 22,255

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (計画) （計画) （計画)

法令根拠
都市再生特別措置法、小城市牛津街づくり補助金交付要綱、小城市空き店舗リノベーション事業
補助金交付要綱

事業期間
平成28 令和5

地域の特性を活かした拠点
地区の形成と相互連携一般 8 5 1 1223

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　都市計画課 施策名 1
計画的な土地利用の推進と
効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 牛津拠点地区市街地活性化推進事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

-13-



□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

6,876 6,876

令和3年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

一般財源

その他

6,876

令和3年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報償費

12,623

事　業　費 0 5,747 6,876 0 0 0 事業費計 12,623

財
源
内
訳

95 6,781

一般財源 5,747 6,876

委託料

国庫支出金

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　都市計画法に基づく都市計画に関する基本的な方針である「都市計画マスタープラン」は、平成20年8月に策
定し、11年が経過している。
　そこで、平成30年3月に策定した立地適正化計画と整合を図り、最新の都市計画基礎調査結果を基に、「都市
計画マスタープラン」の見直しを行う。

【内容】
　小城市都市計画マスタープランの見直し

　令和2年度　現況把握、住民意向把握、基本方針・構想の改訂(案)検討
　令和3年度　庁内検討会、住民説明会(4地域)、関係機関協議、都市計画審議会諮問答申

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (計画) （計画) （計画)

法令根拠 都市計画法、都市再生特別措置法、都市計画運用指針

事業期間
令和2 令和3

計画に沿った土地利用の誘
導一般 8 5 1 1427

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　都市計画課 施策名 1
計画的な土地利用の推進と
効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 都市計画マスタープラン見直し事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

750 7 7,548 8,305

令和3年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

その他 合　　計

7,548 3,070 一般財源

その他 31,100 1

845 3,403 648 8,305

令和3年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報酬

事　業　費 66,321 3,127 8,305 8,305 8,305 3,070 事業費計 0

財
源
内
訳

2,019 424 411 555

一般財源 6,826 3,126 7,548 7,548

職員手当等 共済費 委託料
使用料及び

賃借料
負担金､補助
及び交付金

7 7 7

国庫支出金 28,395

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 地方債

750 750

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
  定住人口の確保と地域の活性化を図るため､子育て世代等の定住を促進する｡

【内容】
  ・移住・定住希望者からの相談対応
  ・情報発信、PR活動の充実
    移住・定住及び空き家バンクに関するホームページの充実、「定住ガイドブック｣の配布、関西圏及び福岡
　　市内における定住イベント・相談会への参加、SNS等への掲載による広報活動
  ・空き家バンクの運営及び登録の推進による移住･定住の受け皿の確保
  ・地域おこし協力隊導入による定住･移住及び空き家に関する相談対応の充実･拡充
  ・空き家改修費助成事業補助金の交付
　　対 象 者:空き家バンク制度に登録された空き家を購入した者
　　補助金額:改修工事に要する額(限度額50万円)
　
　令和3年度
　・地域おこし協力隊による移住・定住希望者からの相談対応、イベント相談会等のPR企画、空き家バンク登録
　　促進、空き家予防対策及び出前講座企画実施
　・地方創生移住支援事業費補助金の交付
　　対 象 者:東京23区(在住者又は通勤者)から小城市内に移住し、佐賀県が運営する就職マッチングサイトに
　　　　　　 移住支援金の対象の求人として掲載された企業に就職した者等
　　補助金額:1世帯当たり100万円
　

【事業費の負担割合】
　空き家改修費助成事業補助金　　市 1/2　事業者 1/2
　地方創生移住支援事業費補助金　県 3/4(国 1/2)　市 1/4

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 750

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （計画) （計画) （計画)

法令根拠
小城市地域おこし協力隊員設置要綱､小城市地域おこし協力隊住宅家賃補助金交付要綱､小城市空
き家改修費助成事業補助金交付要綱、佐賀県地方創生移住・地域活性化等起業支援事業実施要
領、小城市地方創生移住支援事業における移住支援金交付要綱(予定)

事業期間
平成28

住宅地の整備や良質な住ま
いづくりの促進一般 8 5 1 1051

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　定住推進課 施策名 1
計画的な土地利用の推進と
効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 移住・定住対策事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

-15-



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

5,000 1,105 10,043 16,148

令和3年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

その他 合　　計

4,173 4,173 一般財源

その他 531 1,100

1,100 5,000 385 16,148

令和3年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報酬

事　業　費 5,093 7,409 16,148 9,373 6,773 6,773 事業費計 0

財
源
内
訳

1,536 342 540 7,245

一般財源 4,062 5,309 10,043 6,773

職員手当等 役務費 委託料 工事請負費
負担金､補助
及び交付金

1,105 1,100 1,100 1,100

国庫支出金 500 1,000 5,000

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
  近年増加する空家等の問題に対し、地域住民の生活環境の保全を図るため､空家等の適切な管理や利活用を促
進するとともに、周囲に迷惑をかけている危険な空家等を減らすことにより、良質なまちづくりを目指す｡
 
【内容】
  空家等対策の推進
    小城市空家等対策協議会の開催
    空家等対策セミナー及び相談会の開催
　
  適切な管理の促進と誘導
    空家等の適切な管理の周知
    適切な管理が行われていない空家等に対する特措法や条例及び空家等対策計画に基づく措置等の実施
    ・緊急安全措置の実施
    ・相続人確定作業の充実
    ・解体､売買等の相談及び支援体制の充実

  除却の推進
    危険空き家等除却補助金の交付
    対 象 者:空家等の所有者
    対象要件:①昭和56年5月31日以前の旧耐震基準で建築された空家等
　　　　　　 ②住宅地区改良法に規定する不良住宅と判定された空家等
　　　　　　 ③特措法に基づき市が認定した特定空家等

　令和3年度　空家等実態調査

【事業費の負担割合】
　危険空き家等除却補助　①③限度額500千円　市 1/2　事業者 1/2
　　　　　　　 　   　　②限度額1,000千円　国 2/5　市 2/5　事業者 1/5
　空家等実態調査      　国 1/2　市 1/2

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

1,500 1,500
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

1,500

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (計画) （計画) （計画)

法令根拠
空家等対策の推進に関する特別措置法、小城市空家等の適切な管理及び活用の促進に関する条
例、小城市空家等の適切な管理及び活用の促進に関する条例施行規則

事業期間
平成28

住宅地の整備や良質な住ま
いづくりの促進一般 8 5 1 1043

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　定住推進課 施策名 1
計画的な土地利用の推進と
効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 空家等対策推進事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

3,080 1,540 1,550 6,170

令和3年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

1,550 1,550 一般財源

その他

6,170

令和3年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

役務費

事　業　費 1 0 6,170 6,170 6,170 6,170 事業費計 0

財
源
内
訳

5 500 5,665

一般財源 1 1,550 1,550

委託料
負担金、補助
及び交付金

国庫支出金 3,080

（計画) （計画)

その他

1,540 県支出金

地方債 地方債

1,540 1,540

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　住宅等における耐震対策に対する補助等を実施することにより、安心して住むことができる住宅を確保すると
ともに、地震に対する建築物の安全性のさらなる向上を図る。

【内容】
　木造住宅の耐震診断を行う。また、耐震診断の結果、耐震基準を満たしていない住宅の耐震改修にかかる費用
及び倒壊等の事故を防ぎ避難路等の安全を確保するためのブロック塀等の撤去にかかる費用に対して補助を行
う。

　平成29年度～ 耐震診断　　　　　　　  1件当たり100千円(上限)×5件=500千円
　平成30年度～ 耐震改修費補助　        1件当たり1,250千円(上限)×5件×4/5=5,000千円
　令和3年度～  ブロック塀等除却費補助　1件当たり200千円(上限)×5件×2/3＝665千円
　

【事業における負担割合】
　耐震診断費　　　　　　　国 1/2　県 1/4　市 1/4　(申請者は1件につき5,000円の佐賀県建築士事務所協会
　　　　　　　　　　　　　事務手数料を負担)
　耐震改修費補助　　　　　国 2/5　県 1/5　市 1/5　事業者 1/5
　ブロック塀等除去費補助　国 1/3　県 1/6　市 1/6　事業者 1/3

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

3,080 3,080
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

3,080

1,540

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (計画) （計画) （計画)

法令根拠 建築物の耐震改修の促進に関する法律、小城市耐震診断等事業費補助金交付要綱(予定)

事業期間
平成29

危機管理対策の充実
一般 8 6 1 1260

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

ひとりひとりの力を合わせて防
犯・防災安心して暮らせるまち

担当部課 建設部　定住推進課 施策名 1 防災・減災体制の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 耐震対策補助事業
第
二
次

　
総
合
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体
系

政策名 10
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

合　　計

47,000 110,881 157,881

令和3年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

179,453 188,084 一般財源

その他 45,500 70,000

563 157,881

令和3年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費

事　業　費 87,846 291,280 319,047 185,062 179,453 188,084 事業費計 0

財
源
内
訳

1,093 24,535 31,133 100,557

一般財源 42,346 121,936 272,047 185,062

令和3年度事業費は、令和2年度からの繰越予定額161,166千円を含む。

役務費 委託料
使用料及び

賃借料
補償、補填
及び賠償金

47,000

国庫支出金

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 地方債

99,344

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　学校教育の情報化の推進に関する法律及び国の「GIGAスクール構想」等に基づき、市内小中学校の教育の情報
化を推進し、教育の質を向上させ、児童生徒の情報活用能力をはじめとする「生きる力」を醸成する。
　また、「校務の情報化」により学校運営を改善し、教職員の校務負担軽減を図る。

【内容】
　市内小中学校のICT機器等の環境整備及び維持管理を行う。

　・教育情報基幹システム(グループウェア、校務支援システム等)の保守
　・教育情報化機器(電子黒板、タブレット型端末等)の保守
　・教育用ネットワークの維持管理
　・ICT支援員等の人的支援
　・デジタル教科書等の教材整備
 
　令和3年度　(令和2年度繰越)学校ネットワーク整備工事及びアクセス回線新設工事
　　　　　 　電子黒板本体、電子黒板端末(PC)、学習系サーバー、校務系サーバー、印刷機の更新
　

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (計画) （計画) （計画)

法令根拠 学校教育の情報化の推進に関する法律

事業期間
平成24

学校教育の推進
一般 10 1 2 978

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 2
学校教育、幼児教育・保育
の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 教育情報化推進事業
第
二
次

　
総
合
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

7,680 7,680

令和3年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

一般財源

その他 5,760

7,680

令和3年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

扶助費

事　業　費 0 5,760 7,680 9,600 11,520 11,520 事業費計 172,800

財
源
内
訳

1,920 5,760

一般財源

積立金

7,680 9,600 11,520 11,520

国庫支出金

（計画) （計画)

その他 172,800

県支出金

地方債 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　意欲と能力を有し進学の目的及び進学後の人生設計が明確である学生が経済的な理由により進学を断念するこ
とがないよう、学資金を給付することにより、良識ある社会人として活動し、もって社会に貢献する人材を育成
する。

【内容】
　高等専門学校又は高等学校(定時制を含む。)に在学し、次の要件を満たす者のうちから選考の上、予算の範囲
内で月額20,000円を3年間給付する。
　・市内に居住する者(住民票に記載されているもの)の子弟であること。
　・学業人物とも優秀と認められること。
　・学資の支弁が困難であること。
　・小城市立中学校の卒業者であること。

　令和2年度　　　　　　　 寄附金積立て
　令和3年度～令和16年度　 寄附金募集、寄附金積立て、育英資金の給付
　令和17年度～令和19年度　育英資金の給付

【事業費の負担割合】
　篤志家からの寄附金　10/10

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (計画) （計画) （計画)

法令根拠
小城市給付型育英資金基金条例、小城市給付型育英資金条例、小城市給付型育英資金条例施行規
則

事業期間
令和2 令和19

子育て関連情報の提供と相
談支援体制の充実一般 10 1 2 1431

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 小城市給付型育英資金事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6
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☑ □

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

5,828 5,828

令和3年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

5,828 5,828 一般財源

その他

5,828

令和3年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 0 5,828 5,828 5,828 5,828 事業費計 0

財
源
内
訳

5,603 225

一般財源 5,828 5,828

使用料及び
賃借料

国庫支出金

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　築50年を経過している岩松小学校プール、三里小学校プールの早急な改善が喫緊の課題となっているため2校
を市内の民間スイミングクラブへ水泳授業の委託を行うことにより、施設・設備維持コストの大幅な削減を図
る。

　
【内容】
　岩松小学校及び三里小学校の水泳授業を民間事業者へ委託し、水泳指導を行う。

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (計画) （計画) （計画)

法令根拠 小中学校学習指導要領

事業期間
令和3

学校教育の推進
一般 10 1 2 1455

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 2
学校教育、幼児教育・保育
の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 (新規)小学校水泳指導委託事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

合　　計

77,600 3,000 15,178 95,778

令和3年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

122,394 一般財源

その他 6,000

95,778

令和3年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報償費

203,411

事　業　費 6,296 63,387 1,104,962 875,041 705,612 0 事業費計 2,755,298

財
源
内
訳

106 10 37,305 58,357

一般財源 296 10,187 51,957 18,577

令和3年度事業費は、令和2年度からの繰越予定額1,009,184千円を含む。

旅費 委託料 工事請負費

3,000

国庫支出金 97,005

（計画) （計画)

その他 9,000

県支出金

地方債 53,200 953,000 759,400 534,700 地方債 2,300,300

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　学校給食法に基づき、児童生徒に安心で安全な給食を提供することを目的として、老朽化及び学校給食衛生管
理基準に適合していない現在の給食施設を集約化した新給食センターを建設する。

【内容】
　学校給食センター(仮称)改築事業に関する事務及び用地取得・造成、事業者選定、施設整備(設計・施工・設
備・備品・外構)を行う。

　令和2年度　土地収用法事業認定申請業務
　　　　　　 予定地用地取得
             予定地造成積算
　　　　　　 事業者選定公告
             事業アドバイザリー業務委託
　令和3年度　予定地造成工事
　　　　　　 事業者選定
             事業アドバイザリー業務委託
             施設整備(設計)
　　　　　　 (令和2年度繰越)施設整備(施工)
　　　　　　 事業モニタリング支援業務委託
　令和4年度　施設整備(施工・設備)
　　　　　　 事業モニタリング支援業務委託
　令和5年度　施設整備(備品・外構)
　　　　　　 供用開始
　　　　　　 事業モニタリング支援業務委託

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

48,518
財
源
内
訳

国庫支出金 242,587

県支出金

97,064

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (計画) （計画) （計画)

法令根拠 地方自治法、建築基準法、学校給食法、学校給食衛生管理基準、食育基本法

事業期間
平成31 令和5

施設・設備環境の整備
一般 10 6 3 1368

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 2
学校教育、幼児教育・保育
の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 学校給食センター(仮称)改築事業
第
二
次

　
総
合
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

158,894 8,100 75,300 6,847 249,141

令和3年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

2,700 2,700 一般財源

その他

249,141

令和3年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 127,186 24,677 249,141 10,800 10,800 10,800 事業費計 0

財
源
内
訳

249,141

一般財源 14,541 5,262 6,847 2,700

国庫支出金 112,645 9,890 158,894

（計画) （計画)

その他

8,100 県支出金

地方債 75,300 地方債

9,525 8,100 8,100

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市内私立保育所等の新設、改修、改造、防犯対策強化等の施設整備や、保育士の負担軽減による保育体制の強
化を行い、市内の保育ニーズへの対応と安全かつ安心な保育の環境を確保し、より良い環境での保育を行うとと
もに待機児童の解消を図る。

【内容】
　①保育所等整備補助金(増改築)
　　私立保育園の改築費用に対する補助:307,134千円×3/4(補助率)＝230,350千円
　②保育所等整備補助金(防音壁整備)
　　私立保育園の防音壁整備に対する補助:7,054千円×3/4(補助率)＝5,290千円
　③保育所等整備補助金(防犯対策強化整備事業)
　　私立保育園の電子錠・防犯カメラ等の整備に対する補助:1,800千円×3/4(補助率)×2園＝2,700千円
　④私立保育園等にかかる保育体制強化事業
　　保育支援者配置に要する費用の一部補助:100千円/1月×12月×9園＝10,800千円

【事業費の負担割合】
  ①②③保育所等整備交付金　　　　　　　　国 1/2  市 1/4　事業者 1/4
  ④私立保育園等にかかる保育体制強化事業　県 3/4(国 1/2)　市 1/4

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 8,100

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (計画) （計画) （計画)

法令根拠 子ども子育て支援法、小城市保育所等施設整備事業費補助金交付要綱

事業期間
平成28

施設・設備環境の整備
一般 3 2 1 1046

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　保育幼稚園課 施策名 2
学校教育、幼児教育・保育
の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 保育所等整備補助事業
第
二
次

　
総
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☑ □

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

14,981 58,489 73,470

令和3年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

その他 合　　計

58,489 58,489 一般財源

その他

531 16,037 1,083 73,470

令和3年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報酬

事　業　費 0 0 73,470 73,470 73,470 73,470 事業費計 0

財
源
内
訳

21,315 17,373 9,730 7,401

一般財源 58,489 58,489

給料 職員手当等 共済費 旅費 需用費

14,981 14,981 14,981 14,981

国庫支出金

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　子どもを取り巻く環境の変化による保育ニーズの高まりに対応するため、小城市立三日月幼稚園を幼保連携型
認定こども園小城市立認定こども園三日月幼稚園へ移行し、3歳児以上の子どもに対する教育並びに0歳から5歳
児までの保育を必要とする子どもに対する保育を一体的に行うものとする。

【内容】
　「小城市立幼稚園・保育園の再編計画」に基づき、三日月幼稚園を幼保連携型認定こども園へ移行する。

　・子どもの年齢と保育の必要性に応じ、一体的に教育・保育を提供する。
　　①1号認定子ども　対象者:満3歳以上の子どもであって2号認定以外の子ども
　　　　　　　　　　 利用日:月曜日～金曜日
　　　　　　　　　　 利用時間:9:00～14:00
　　　　　　　　　　　　　　　※その時間を超える時間帯については、保護者の申請に基づく一時預かり事業
　　　　　　　　　　　　　　　　として実施する。
　　②2号認定子ども  対象者:満3歳以上の子どもであって保護者の就労等の理由により保育が必要な子ども
　　　　　　　　　　 利用日:月曜日～土曜日
　　　　　　　　　　 利用時間:7:30～18:30(保育標準時間認定)、8:00～16:00(保育短時間認定)
　　　　　　　　　　　　　　　※その時間を超える時間については、保護者の申請に基づく延長保育として保
　　　　　　　　　　　　　　　　育を実施する。
　　③3号認定子ども  対象者:満3歳未満の子どもであって保護者の就労等の理由により保育が必要な子ども
　　　　　　　　　　 利用日:月曜日～土曜日
　　　　　　　　　　 利用時間:7:30～18:30(保育標準時間認定)、8:00～16:00(保育短時間認定)
　　　　　　　　　　　　　　　※その時間を超える時間については、保護者の申請に基づく延長保育として保
　　　　　　　　　　　　　　　　育を実施する。
　・入園する子どもの保護者や地域の子育て家庭に対する相談などの子育て支援を実施する。

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (計画) （計画) （計画)

法令根拠
就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律、小城市立認定こども
園管理及び運営に関する規則

事業期間
令和3

幼児教育・保育の推進
一般 3 2 5 1453

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 5

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　保育幼稚園課 施策名 2
学校教育、幼児教育・保育
の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 (新規)三日月幼稚園幼児教育・保育事業
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

23,000 28 17,017 40,045

令和3年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

13,443 13,443 一般財源

その他 24 28

25,564 5 40,045

令和3年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費

事　業　費 17,856 14,298 40,045 13,471 13,471 13,471 事業費計 0

財
源
内
訳

5,804 597 7,875 200

一般財源 17,832 14,270 17,017 13,443

役務費 委託料
使用料及び

賃借料
工事請負費 公課費

28 28 28 28

国庫支出金

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 23,000 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　小城市立中林梧竹記念館、小城市立歴史資料館及び小城市民図書館小城館の複合施設である桜城館の設備及び
設備機器の維持管理と設備充実を図り、市民の利用に供する。

【内容】
　桜城館の清掃、空調、警備などの保守業務の委託及び修繕等を適正に実施し、利用者が安全で快適に利用がで
きるよう管理を行う。
　
　設置から22年経過した桜城館空調設備を代替フロン対応へ更新改修する。
　令和2年度　桜城館空調改修工事に係る設計
　令和3年度　桜城館空調改修工事
　工事予定期間　令和3年6月から令和3年11月までの間の150日間
　

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (計画) （計画) （計画)

法令根拠 小城市立歴史資料館条例、小城市立中林梧竹記念館条例、小城市民図書館条例

事業期間
平成17

歴史、文化・芸術に関する
情報の提供と施設の活用一般 10 5 4 573

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

歴史、文化と歩んでいく自
然豊かなまち

担当部課 教育委員会　文化課 施策名 2
歴史の継承、文化・芸術の
振興

新規事業 既存事業

予算事業名 桜城館施設運営事務
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☑ □

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

532 532

令和3年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

一般財源

その他

532

令和3年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金､補助
及び交付金

713

事　業　費 0 0 532 181 0 0 事業費計 713

財
源
内
訳

532

一般財源 532 181

国庫支出金

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　市内に所在する県指定重要文化財を維持管理し、周辺環境を整備することにより、文化財を後世へ引き継いで
いく。
　
　
【内容】
　県指定重要文化財保存のための補助を行う。

　令和3年度　星巌寺楼門の破損した鯱瓦等の調査及び製作
　令和4年度　前年に製作した鯱瓦等の楼門への設置工事

【事業における負担割合】
　朝日新聞文化財団(助成金)　定額
　県(補助金)　　　　　　　　総事業費から助成金を差し引いた額の3/8
　市(補助金)　　　　　　　　総事業費から助成金及び県補助金を差し引いた額の8/10
　所有者　　　　　　　　　　総事業費から助成金及び補助金を差し引いた額

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (計画) （計画) （計画)

法令根拠 佐賀県文化財保護条例、小城市文化財保護条例、小城市文化財保存事業費補助金交付要綱

事業期間
令和3 令和4

文化財の適正な保存
一般 10 5 5 1452

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

歴史、文化と歩んでいく自
然豊かなまち

担当部課  教育委員会　文化課 施策名 2
歴史の継承、文化・芸術の
振興

新規事業 既存事業

予算事業名 (新規)県指定重要文化財保存整備事業
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